


第16条 （延滞損害金）
乙が室料又は室料以外の経費の納付を延滞した場合は、 甲はその額に対して100円につき日歩4銭の割合
により延滞損害金を加算して請求することができる。

第17条 （天災等による損害）
甲は天災地変、 火災、 盗難等による損害又は諸設備の故障による損害については、 乙に対してその責任を
負わないものとする。

第18条 （契約の消滅）
天災地変その他不可抗力もしくは、 甲の責によらない事由により建物の全部又は一部が滅失若しくは破損し
て本物件の使用が不可能となった場合、 本契約は当然終了するものとする。

第19条 （契約の解除）
乙に次の各号のーに該当 することがあったときは、 甲はなんらの催告なしに本契約を解除することができる
ものとし、 この場合甲が損害を蒙ったときは、 乙に対してその損害の賠償を請求することができる。
（イ）室料その他の債務の支払いを2ヵ月分以上怠ったとき。
（口）本物件を第2条の目的以外に使用したとき。
（ハ）第9条の規定に違反したとき。
（二）仮差押、仮処分命令の申立て、 民事執行の申立て、破産、 民事再生、 会社更生手続開始の申立て等若し

くは後見・保佐・補助開始の審判があったとき、 又は解散、死亡したとき。
（ホ）著しく信用を失墜する事実があったとき。
（へ）本契約またはこれに付随して締結した契約の各条項の一に違反したとき。

2. 上記（イ） （口）の場合、 甲は第7条の保証金を返還しない。
第20条 （退室及び返還）

乙は退室時には確認のため本物件及び附帯設備等の破損、 汚損、 変形、改造等について必ず甲が立会い調査する
ものとし、 原状回復に要する修理又は取替えの要用は、 甲の定める指定業者の見積額を支払うものとする。

2. 乙は本物件から退室する場合、 必ず退室のときまでに乙の所有物を全部収去し、 本物件を甲に返還する
ものとする。

第21条 （残存 物件の処分）
第4条2項又は第19条の規定に従い本契約が解除された場合、 本物件内に残存する乙もしくは乙が入室させた
者の所有物は甲が15日間保管し、 その期間経過後は甲が適宜処分できるものとする。 ただし、 保管及び処分
に要する費用は乙の負担とする。 尚、 乙もしくは乙が入室させた者の所有物が本物件内に残存した場合には、
甲は第7条の保証金を返還しない。

2. 前項により乙が入室させた者の残置物を甲において処分した場合、 乙が入室させた者からの補償等の要求
については乙の責任及び負担において解決し、 甲には 一切負担させない。

第22条 （不法居住による賠償金等）
乙は契約期間満了日、 第4条1項による解約日又は第4条2 項もしくは第19条による解除日までに第20条に
よる返還を完了し ないときは、 当該期日を越えて返還を完了するまでの期間、 室料及び運営贅相当額の
2倍の違約賠償金を甲に支払わなければならない。

2. 甲は前項の違約賠償金を乙に返還する保証金から控除できるものとし、 その額が保証金の額を越える場合
は乙はこの不足額を甲に支払うものとする。

第23条 （本物件内使用電気料金）
本物件内使用電気料金は、 本物件専用電力計により実黄を乙が負担するものとし、 当月分を毎月前月末日で
締切り請求しま す。 乙は甲の定めた納期ま でに甲の指定する金融機関へ振込み支払うものとする。 但し送金
手数料は乙の負担とする。

2. 入室者が本物件内使用電気料金を 負担する場合は、 本物件内に設置してある入金機にて甲の定めた納期
までに支払うものとする。

3. 前項の場合で入室者が本物件内使用電気料金を支払わないときは、 乙が入室者にか わって支払うものとする。
第24条 （個人契約）

個人契約の場合乙は甲の指定する金融機関に入室者名にて口座を開設し、 甲はその口座より毎月25日に翌月
分の室料・運営贅と当月分の本物件内使用電気料金等を自動引落しするものとし、 乙は甲の指定する期限
までに金融機関にその手続きをするものとする。

2. 前項の支払方法に依らない場合は、 本物件内に設置してある入金機にて甲の定めた納期までに乙は支払
うものとする。

第25条 （届出事 項）
乙に下記の事項が生じたときは、 乙又はその包括承継人は直ちに甲に書面で届出るものとする。
（イ）名称、 商号、 住所、 本店、 代表者の変更。
（口）組織変更または合併。
（ハ）乙または保証人の死亡。

（二）その他甲が特に指定する事項。
第26条 （消費税）

乙は、 運営要については別途消攪税額を甲に支払うものとする。 支払方法は第5条2項を準用するものとする。
第27条 （了解事項）

乙は、 本物件の契約・運営・管理について甲が山栄地所株式会社にすべて委託していることを事 前 に了解
したものとする。

第28条 （管轄裁判所）
本契約から生ずる権利義務について争いが生じたときは、 大阪地方裁判所または大阪簡易裁判所を管轄裁判所
とする。

第29条 （規定外事項）
本契約に定めのない事項並びに契約事項の解釈に疑義を生じたときは、 甲乙誠意をもって協議し、 その解
決にあたるものとする。

特 約 事 項
なし

本契約の締結の証として 本書2通を作成し、 甲乙各1通を保有する。

年 月 日

甲

乙

仲介人

2011. 10 


